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【研究概要】 

 高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるよう各市町で介護予防事業が展開されている。広

島県では，この市町の取り組みへの支援として平成 24 年度に広島県統一評価項目を作成した。本研

究では、平成 25 年度の介護予防事業（二次予防）の評価を，広島県統一評価項目を利用しプログラ

ム前後の比較を行い評価し，市町へ報告した。さらに１市において，地域包括ケア推進に係る職員

に広島県統一評価項目による評価や公表されている資料を基に地域診断を行い，介護予防事業計画

の立案をする一連の手法に関する研修会を行い，地域特性に応じた介護予防事業の計画につなげた。 

 

【研究内容・成果】 

１ 目的 

 介護予防事業は高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるよう生活機能の低下を予防し，要

支援・要介護状態にならないように市町が事業を行っている。この度の介護保険制度の改正におい

て，介護予防事業の見直しが議論され，市町がより効果的な介護予防事業を展開できるよう検討さ

れている。そこで，これまで行われてきた介護予防事業（二次予防）の評価を行い，市町へフィー

ドバックすることにより，効果的な事業の実施や見直しに資することを目的とした。 

 

２ 方法 

１）介護予防事業（二次予防）の広島県統一評価項目を利用した分析 

 広島県内の協力の得られた 18 市町の介護予防事業（二次予防）に参加している 2,963 名を対象と

した。 

 調査項目は，共通項目（BMI，健康・生活状況に関する質問項目），運動器の機能向上プログラム

項目（握力，開眼片足立ち，Time ＆ Go，痛みの自覚症状），栄養改善プログラム項目（食事状況，

食生活に関する質問項目），口腔機能向上プログラム項目（反復唾液嚥下テスト，オーラルディアド

コキネシス，口腔衛生の状況，歯磨き・義歯の手入れの状況，口腔に関する質問項目）である。プ

ログラム前後にこれらの項目のアセスメントを行い，男女別・市町別に評価を行った。さらに前回

の結果と比較した。 

２）地域診断を基にした介護予防事業の実践の評価 

 広島県内の協力の得られた１市町を対象として，介入研究を行った。 

 市町の担当者，地域包括支援センター担当者が前述した広島県統一評価項目の結果や公表されて

いる統計資料や報告書等を基に地域診断を行い，介護予防事業の計画立案するための研修会を 3 回

行い（表 1 参照），グループインタビューにより検討した。 

日にち 内　　容

2014. 8.29
市内地域包括支援センター職員
市役所担当課職員

28名
地域診断について
～他職種協働・住民参加で行うために～

2014.11.27
市内地域包括支援センター職員
市役所担当課職員

10名
地域診断の実際
～地域の特性と統計データを結び付ける～

2015. 1.14
モデル地区地域包括深淵センター職員
市役所担当課職員

6名
地域診断の実施に向けて
～モデル地区における地域課題と実施の方向～

対　象　者
　表１　研修会実施状況
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３ 結果 

１）介護予防事業（二次予防事業）の広島県統一評価項目を利用した分析 

（１）広島県統一評価項目の前後判定の結果，総合して「改善」の割合は 23.9％で実施効果があ

った。 

（２）改善率が高い項目は「健康・生活状況に関する質問項目」（44.0％），「食事状況」（37.6％），

「痛みの自覚症状」（34.6％），「口腔に関する質問項目」（32.7％）であった。 

（３）すべての市町で改善効果があった。各市町により参加人数，性別，基本チェックリスト該

当項目，参加プログラムなどが異なり結果の比較は慎重にされなければならないが，市町によ

り差があり（図１），これを解消することが今後の課題である。 

（４）平成 24 年度と平成 25 年度では，

総合した「改善」の割合は，平成 24

年度 23.5％，平成 25 年度 23.9％で

あった。 

（５）平成 24 年度と比較し，平成 25

年度に改善の割合が高くなった項

目は，「ＢＭＩ」，「健康・生活状況

に関する質問項目」，「痛みの自覚症

状」，「食事状況」，「食生活に関する

質問項目」，「口腔衛生の状況」，「歯

磨き・義歯の手入れ状況」であった。 

（６）協力の得られた市町と分析対象者は平成 24年度 14市町 1,087名，平成 25年度 18市町 2,963

名と増加した。 

２）地域診断を基にした介護予防事業の実践の評価 

 （１）これまで，十分な地域診断はできていないため，全員実施の必要性を感じていた。しかし，

何から取り組んでよいのかわからない状況であった。 

（２）地域課題については，関係者との情報交換をしながら専門分野以外の情報収集についても

理解を深めるなど幅広い視点で情報収集し，地域の概要を掴んでいた。 

（３）介入前まで研修会で学んだような地域診断を実施していなかった理由は，必要性を感じな

かった，地域診断の難しさ，地域診断を実施しにくい職場環境が挙げられた。 

（４）介入により，地域診断を組織的に実施する体制が整備された。 

  

これらの成果を県および市町へフィードバックすることにより，評価資料の効果的な活用方策を

伝え，地域特性に応じた介護予防事業の効果的な実施や見直しに資することができることが示唆さ

れた。 

  

４ まとめと今後の展望 

広島県内の協力の得られた 18 市町の介護予防事業（二次予防事業）の分析結果を各市町に報告し

た。これにより，県の平均値，前回の分析結果，各市町の結果を比較し，市町が介護予防事業の評

価を行うことができる。また，この分析結果を基に，さらに効果的・効率的な介護予防事業になる

よう市町で計画・実施される予定である。 

 １市において，地域包括ケア推進に係る職員に地域診断に関する研修を実施することにより，職

員は地域診断の意義や地域の特性と統計データを結び付ける方法，モデル地区における地域課題に

ついて理解し，実施できるようになった。地域診断の一部に前述の介護予防事業の分析結果を用い

た。さらに，地域診断を組織的に実施する体制が整備された。今後，地域診断を基に住民との協働

による介護予防をめざしたまちづくり事業が実施される予定である。 
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